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安愚楽牧場国家賠償請求訴訟 

弁護団声明 

 

全国安愚楽牧場被害対策弁護団 

千葉安愚楽牧場被害対策弁護団 

埼玉安愚楽牧場被害対策弁護団 

安愚楽牧場被害対策ぐんま弁護団 

 

２０２６（令和８）年５月２６日、東京地方裁判所民事第１２部（小川嘉基裁判長）は、我が国史上

最大の消費者被害事件である和牛預託商法・安愚楽牧場被害事件に関し、監督官庁（農林水産省及び消

費者庁）の規制権限不行使等の違法を訴え、被害救済を求め、２０１４（平成２６）年５月に提訴した

国家賠償請求訴訟について、原告らの請求を棄却する判決（以下「本判決」といいます。）を言い渡し

ました。 

 本判決は、結論として、預託法に基づく規制権限の不行使は国家賠償法１条１項適用上違法と評価さ

れないと判断しました。 

 原告らは、５つの違法時点に分け、各時点において安愚楽牧場には多岐に亘る預託法違反行為があっ

てこれを国が把握していたのであり、国は安愚楽牧場に対し業務停止等の同法に基づく適切な行政処分

をすべき義務を負っていたにもかかわらず安愚楽牧場に対して何らの行政処分もしなかったのであるか

ら、かかる規制権限の不行使は明らかに違法であると訴えてきました。とりわけ、２００９（平成２

１）年１月からの預託法に基づく安愚楽牧場への立入検査を担当した当時の農林水産省職員に対する証

人尋問の内容からすれば、安愚楽牧場の被害における国の責任は一層明らかになっていました。 

 しかし、本判決は安愚楽牧場への立入検査後の平成２１年３月末以降国は安愚楽牧場の繁殖牛の頭数

不足を認識し得たとし、また、立入検査の実施状況はその目的を徹底したものではないと判断しながら

も、立入検査の実施状況は不合理であったとまではいえず、繫殖牛の頭数不足の事実認定が容易であっ

たとはいえないことなどから、預託法７条１項に基づく規制権限を行使しなかったことがその許容され

る限度を逸脱して著しく合理性を欠くとまではいえないなどと判断して、原告らの請求を全面的に退け

ました。極めて不当な判断といわざるを得ません。監督官庁である国が安愚楽牧場の預託法違反行為を

認識し得たにもかかわらず規制権限を行使しなかったことが違法ではないというのでは、国民の消費者

行政に対する信頼を確保することはできません。 

本訴は、２０１４（平成２６）年５月に提起し、第一審である本判決までに既に１２年も経っていま

す。この１２年の間に預託法も改正され、２０２１（令和３）年６月の改正では、安愚楽牧場と同じ販

売預託商法は原則として禁止されました。繰り返された販売預託商法による消費者被害がこれ以上生じ

ないよう抜本的な改正がなされた中で、安愚楽牧場による販売預託商法での被害救済を認めなかった本

判決の判断は甚だ遺憾です。本判決に対しては直ちに控訴を提起し、控訴審での審理に臨みます。 

 安愚楽牧場事件は、被害者約７万３０００人、被害額約４２００億円にも及ぶ我が国史上最大の消費

者被害事件です。私たちは、国の監督責任を認めさせ、司法による事後的な救済を願い、全国の原告

団、弁護団、支援者と一丸となって闘い抜く決意です。 
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